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１．はじめに 

 

地域公共交通活性化・再生法の施行に伴い、全国の

市町村で総合連携計画の策定が進められ、乗合公共交通

の再編に着手する事例も少なくない。しかし、再編作業

を進めるうえで必要となる計画技術の開発は未だ十分で

あるとは言い難い。 
公共交通需要の評価に関する既往研究は、①新規の

交通サービスに関する評価と、②既存の交通サービスに

関する評価とに分けられる。①に関する近年の研究は、

新規に整備された交通サービスの導入前後における「変

化」に着目した分析を行なっている。具体的には、利用

者や沿線住民を主たる対象にしたアンケート調査を実施

し、こうした「変化」がどの程度見られたかを事後評価

したり、あるいは、これから導入可能性のある交通機関

について、導入後の「変化」の大きさを事前評価したり

する研究が多い１）～４）。そのため、個人属性に着眼した

アプローチを採ることが多く、公共交通需要の高まる地

域条件（空間特性）を事前評価した事例はさほど多くは

ない。一方で、②に関する研究には、バス路線のネット

ワークに着目し、個々の路線（系統）の集客可能性を評

価した事例がある。例えば、竹内ほか５）が提案したい

わゆるポテンシャル理論は、市内の路線バスを路線（系

統）ごとに集客性の観点から評価することで、採算性に

乏しい路線（系統）であっても行政による欠損補助によ

り維持すべき部分を抽出するものである。このアプロー

チを援用すれば、公共交通需要の高まる地域条件（空間

特性）を示すことは可能になる。しかし、既存路線の集

客成果に関するデータを用いて分析するため、新規の交

通サービスに関する評価には適用しにくいという課題が

ある。 
 そこで、本研究は、以上の問題意識を踏まえ、新規に

運行する地域公共交通のサービス水準を設定する指針が

得られる評価手法について考察することを目的とする。

具体的には、乗合公共交通の中核的なモードである路線

バスを対象に、以下の点を明らかにする。 
第一に、市域における人口分布のほか、生活関連施

設の立地を考慮した空間的なアクセシビリティを計測し、

その水準が公共交通需要の発生強度に与える影響を定量

的に示す。第二に、公共交通需要の発生強度に対する需

要の顕在化率について、公共交通サービス水準の違いに

着目して分析する。 
 

２．公共交通需要の発生強度とその規定要素 

 

(1) 公共交通需要の発生強度に関する定式化 

路線バスを中心とした地域公共交通の集客性や経営

に関する評価について，竹内ほか５）は、路線の「素

質」とも言うべき潜在集客能力（ポテンシャル）の概念

を提案し、路線（系統）沿線に旅客となりうる交通需要

またはそれを発生させる施設等の存在に着目した集客性

評価を行なっている。また、筆者ほか６）は、任意の一

路線（系統）に見込まれる集客について、停留所勢力圏

内の人口にバスの利用発生強度（自宅を起点としたトリ

ップ数とバスの交通手段分担率との積）を乗じたものに、

勢力圏内の各種施設から発生するバス需要を加えること

で推計可能であることを、東京都多摩市民を対象にした

移動実態調査データをもとに示した（図1）。 
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図１ 路線に見込まれる集客数推計イメージ６） 

 

本論文では、以上の既往研究を踏まえ、任意の一路

線（系統）における公共交通需要の発生強度 U を(1)式
に示した通り定義する。最初に停留所勢力圏を設定し、

勢力圏内の人口qに対し、移動量（トリップ数）を示す
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生成原単位 t、公共交通分担率に相当する需要性向 a を

それぞれ乗ずる。次に、公共交通が提供するサービス水

準の違いによる需要の顕在化を考慮するため、パラメー

タγを含む指数関数を引き続き乗ずることで、公共交通

需要の発生強度Uを求めることができると考えた。 
 

[ ] f

i
iii eqtaU •×≡∑ γ  …(1) 

i :  停留所 
ai : 停留所 i周辺（勢力圏内）の公共交通需要性向 
ti : 停留所 i周辺（勢力圏内）の生成原単位 
qi : 停留所 i周辺（勢力圏内）の人口 
fi : 停留所 iの運行頻度 
γ: パラメータ（顕在化率） 
 

(2) ケーススタディの概要 

 先に定義した公共交通需要の発生強度 U を求めるに

は、公共交通が提供するサービス水準の違いによる公共

需要の顕在化率を示すパラメータγを推定する必要があ

る。そのためには、公共交通の実際の集客成果や地域住

民の移動実態調査に関するデータを準備する必要がある。

そこで、本研究ではケーススタディの対象地域として長

野県須坂市を選定した。 

 同市は、長野市に隣接する人口 53,668 人（平成 19 年

8 月現在）の都市であり、面積は 149.84km2 である。同

市のバス路線は、平成21年10月に路線再編が実施され

るまでの間は、長野電鉄須坂駅を起終点として放射状に

7 路線が運行（そのうち、2 路線が隣接市村まで運行す

る国県補助路線、1 路線が市運営のコミュニティバス）

されていた（図2）。 
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図２ 須坂市における公共交通網（路線再編実施前） 

 同市における主要な生活関連施設（病院、大規模小売

店舗、高校）の多くは、須坂駅周辺に立地しており、須

坂市内を運行する全ての路線バスでアクセスすることが

可能である。そこで、本研究では、(1)式に示した公共

交通分担率に相当する需要性向aについては、須坂駅を

起点とした空間的アクセシビリティを代用することがで

きると考えた。また、移動量（トリップ数）を示す生成

原単位 t については、停留所による差が小さく一定であ

ると仮定すると、停留所 i における公共交通需要の発生

強度 Ui は(2)式に示した通りになる。すなわち、停留所

勢力圏を設定した後、勢力圏内に居住する人口 qi を推

計し、空間的アクセシビリティに係る距離減衰パラメー

タβ、公共交通が提供するサービス水準の違いによる公

共交通需要の顕在化率を示すパラメータγを推定すれば、

停留所 i における公共交通需要の発生強度 Ui を求める

ことができる。 
 

( ) ii fd
iii eeqtU ••− ×−≡ γβ1  …(2) 

i :  停留所 
ti : 停留所 i周辺（勢力圏内）の生成原単位（一定） 
qi : 停留所 i周辺（勢力圏内）の人口 
fi : 停留所 iの運行回数 
di : 停留所 i から須坂駅までの直線距離（ArcGIS によ

り計測） 
β,γ: パラメータ 
 

 一方で、須坂市では、同市の地域公共交通総合連携計

画に基づき、路線の廃止や新設、運行回数の変更を含む

路線バスの再編を平成21年10月に実施している。そこ

で、本研究では、路線再編以前の各停留所における集客

成果を用いて、二種類のパラメータ（β，γ）を推定し

た後、同様の定数を用いて、再編後の停留所 i における

公共交通需要の発生強度 Ui を求めることが可能である

かについても合わせて考察する。なお、国県補助路線と

コミュニティバスを除いた各停留所の運行回数を再編前

後で比較した結果、相関係数 r=0.67となった（図3）。 
 また、本研究における考察では、須坂市民を対象に実

施した移動実態調査に関するデータを合わせて用いてい

る。同調査の実施概要は、表1に示した通りである。 
表１ 移動実態調査の実施概要 

調査地域 須坂市全域（住民基本台帳に基づく無作為抽出

で配布・15歳以上の市民が抽出対象。） 
調査期間 2007年8月30日～9月20日 
調査方法 郵送配布・郵送回収によるアンケート方式 
調査内容 個人属性、目的別外出の状況、路線バスの利用

頻度、須坂駅周辺までの利用交通手段など 
配布回収

状況 
配布：4,000票 
回収：1,887票（回収率47.2％） 
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図３ 再編前後の路線バス運行回数比較 

 

３．パラメータの推定 

 

(1) 停留所勢力圏の設定 

最初に停留所勢力圏を設定する。表 2 は、須坂市民

を対象に実施した移動実態調査結果から集計した須坂駅

周辺までの交通手段分担率を示したものである。同調査

のなかで記入された住所（町丁目・字名）をもとに、中

心座標を設定して（yahoo 地図を使用）、ArcGIS を介

して回答者個々の居住地を推定した。そのうえで、路線

再編前の路線バス停留所（国県補助路線、市運営のコミ

ュニティバスを除く）から 300m 圏内の居住している回

答者と、それ以外の回答者に分けて、須坂駅周辺まで最

もよく利用する交通手段を整理した。 
 その結果、停留所から 300m 圏内に居住する回答者で

は、路線バスの分担率が 5%弱を占めているものの、

300m 圏外に居住する回答者は路線バスの分担率が 1%
に満たないことが分かった。このことから、本研究にお

ける停留所勢力圏は300mに設定することとした。 

表２ 須坂駅周辺までの交通手段分担率 

交通手段 300m圏内（n=1159） 300m圏外（n=497）
電車 0.0% 4.4%
路線バス 4.7% 0.6%
自家用車 62.4% 68.2%
送迎 10.5% 7.8%
自転車 6.6% 5.2%
徒歩 8.8% 10.1%
その他 4.8% 3.6%  

 

(2) パラメータの推定 

空間的アクセシビリティに係る距離減衰パラメータ

β、公共交通が提供するサービス水準の違いによる公共

需要の顕在化率を示すパラメータγをそれぞれ推定する。 

(a) 距離減衰パラメータβの推定 

 空間的アクセシビリティに係る距離減衰パラメータβ

については、停留所 i における日平均乗降客数Piに関す

るデータ（再編前の連続する平日の5日間）を用意し、

(3)式で求められる Ai との相関係数が最も高くなる点を

βの推定値として採用する。なお、0<β<1 の範囲で探

索的に求めた（図 4）。その結果、β=1.0×10-11 で相関

係数が最大となった（r=0.476；図5）。 

( )id
ii eqA •−−= β1  …(3) 

i :  停留所 
qi : 停留所 i周辺（勢力圏内）の人口 
di : 停留所 iから須坂駅までの直線距離 
β: パラメータ 
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図４ パラメータの変化と相関係数 
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図５ Ａiと停留所乗降客数の散布図（路線再編前） 

 

(b) 顕在化率パラメータγの推定 

 公共交通が提供するサービス水準の違いによる需要の

顕在化率を示すパラメータγについては、引き続き停留

所 i における日平均乗降客数Piに関するデータ（再編前

の連続する平日の 5 日間）を用意したうえで、(4)式で

求められる Bi との相関係数が最も高くなる点をγの推

定値として採用する。なお、0<γ<1 の範囲で探索的に

求めるものとする（図 4）。その結果、γ=0.05 で相関

係数が最大となった（r=0.529；図 6）。パラメータβの

推定時よりも相関係数が大きくなったことから、運行頻 

if
ii eAB •×= γ

 …(4) 

i :  停留所 
fi : 停留所 iにおける運行回数 
γ: パラメータ 



度の拡大が公共交通需要の顕在化に寄与することが示さ

れた。 
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図６ Ｂiと停留所乗降客数の散布図 

 

(3) 路線再編後におけるパラメータの適用性 

前節で推定した距離減衰パラメータβと顕在化率パ

ラメータを用いて、路線再編後のケースにおける Ai、Bi

の値を求め、同様に停留所 i における日平均乗降客数 Pi

に関するデータ（再編後の連続する平日の5日間）との

相関を求めた。その結果、Ai のケースでは r=0.497（図

7）、Biのケースでは r=0.534 となり（図 8）、いずれも

同等の相関が得られた。したがって、限定された検証で

はあるが、パラメータの設定や公共交通需要の発生強度

Uiについて、一定の妥当性を確認できた。 
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Ａ  
図７ Ａiと停留所乗降客数の散布図（路線再編後） 
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図８ Ｂiと停留所乗降客数の散布図（路線再編後） 

４．さいごに 

 

 本研究では、乗合公共交通の中核的なモードである路

線バスを対象に、人口分布や生活関連施設の立地を考慮

した空間的なアクセシビリティを計測し、その水準が公

共交通需要の発生強度に与える影響を定量的にした。ま

た、空間的アクセシビリティに係る距離減衰パラメータ

β、公共交通が提供するサービス水準の違いによる公共

需要の顕在化率を示すパラメータγをそれぞれ推定した。 
 その結果、地域公共交通における運行回数の拡大が公

共交通需要の顕在化に寄与することが定量的に示された

ほか、限定された検証ではあるが、パラメータの設定や

公共交通需要の発生強度 Ui について、一定の妥当性が

確認された。 
 一方で、課題も残された。例えば、図9は、先の移動

実態調査における回答者の居住地と須坂駅からの直線距

離を求めた上で、その階級ごとに「路線バスサービスで

最も改善してほしい点」を集計したものである。その結

果、生活関連施設の大半が集積している須坂駅周辺から

離れた地域に居住している市民ほど、運行回数の増加の

ほか、運賃の低廉化を挙げた回答が多いことが分かった。

運賃に関しても、運行回数と同様に公共交通需要を顕在

化させる要因となり得るため、今後の検討課題としたい。 
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図９ 路線バスサービスの改善要望 
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